
新型コロナ禍におけるアンケート調査結果について 

（全業種） 
 

・調査期間：令和 2 年 9 月 11 日（金）～9 月 18 日（金） 

・回 答 数：167件 

 

○業種 

No. 業種 件数 ％ 

1 製造業 44 26.3 

2 サービス業 32 19.2 

3 卸売・小売業 23 13.8 

4 建設業 22 13.2 

5 飲食業 20 12.0 

6 情報通信業 6 3.6 

7 金融・保険業 5 3.0 

8 医療・福祉 4 2.4 

9 宿泊業 3 1.8 

10 運輸業・郵便業 3 1.8 

11 農林水産業 0 0.0 

12 その他 5 3.0 

 計 167 100.0 

 

 

 

※その他の内訳 

教育業（1件）、イベント業（1件）、物品賃貸業（1件）、弁理士‹士業›（1件）、 

輸送機部品設計開発業（1件） 
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○現時点での売上（前年同月〈8月〉比較）の増減について 

 

 

 

 

○現時点における売上について、前年同月（8月）と比較して売上の増減率について 

No. 増減 件数 ％ 

1 △100％～△81％ 6 3.6 

2 △80％～△61％ 9 5.4 

3 △60％～△41％ 20 12.0 

4 △40％～△21％ 36 21.5 

5 △20％～△1％ 39 23.3 

6 増減なし 33 19.8 

7 1％～20％ 14 8.4 

8 21％～40％ 1 0.6 

9 41％～60％ 4 2.4 

10 61％～80％ 2 1.2 

11 81％～100％ 3 1.8 

12 100％以上 0 0.0 

 計 167 100.0 
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No. 増減 件数 ％ 

1 増加 24 14.4 

2 減少 110 65.9 

3 増減なし 33 19.8 

 計 167 100.0 



 

 

 

○新たな社会生活様式における貴事業所（貴団体）の課題について 

No. 内容 件数 ％ 

1 感染への不安 120 39.7 

2 売上減少幅の拡大 103 34.1 

3 資金繰り悪化 34 11.3 

4 経営の継続が困難 13 4.3 

5 従業員の雇用継続が困難 13 4.3 

6 廃業の可能性 7 2.3 

7 特になし 12 4.0 

 計 302 100.0 
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○新型コロナ禍で取り組まれたことについて 

No. 内容 件数 ％ 

1 融資・資金繰り 72 17.8 

2 
補助金（小規模事業者持続化補助金、 

IT導入補助金） 
46 11.4 

3 持続化給付金 77 19.0 

4 岐阜県感染症拡大防止協力金 25 6.2 

5 新商品・新サービス開発 47 11.6 

6 雇用調整助成金、小学校休業等対応助成金 56 13.9 

7 テレワークなど、従業員の働き方改革 50 12.4 

8 特になし 16 4.0 

9 その他 15 3.7 

 計 404 100.0 

 

 

 

 

※その他の内訳 

・会社・店舗での感染症対策（5件）【卸売・小売業 2件、建設業 2件、飲食業 1件、】 

・WEB会議の活用（3件）【製造業】 

・新型コロナウイルス感染症対策のための店舗改装（1件）【サービス業】 

・入所施設での面会制限等（1件）【医療・福祉】 

・マスク等物品購入（1件）【建設業】 

・時差出勤・自宅待機（1件）【物品賃貸業】 

・毎日、社員の体温チェック（1件）【建設業】 

・三密回避のための仕切りの設置（1件）【製造業】 

・プレスリリース（1件）【飲食業】 
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○国・県の緊急事態宣言発令期間中に勤務体制で取り組まれたものについて 

No. 内容 件数 ％ 

1 時差出勤 30 11.4 

2 交代制勤務 30 11.4 

3 ICT環境ありの在宅勤務（テレワーク） 39 14.8 

4 ICT環境なしの在宅勤務 2 0.8 

5 自宅待機 32 12.2 

6 休業、休店 38 14.4 

7 職場での対応が必要な職種は通常勤務 29 11.0 

8 全社で通常勤務（対応なし） 53 20.2 

9 その他 10 3.8 

 計 263 100.0 

 

 
 

 

※その他の内訳 

・時短営業（5件）【サービス業 2件、飲食業 2件、卸売・小売業 1件】 

・マスク・消毒液・お手拭き等の支給、マスクの常時着用（2件）【製造業、建設業】 

・子供の登園自粛（1件）【サービス業】 

・通所サービスの自粛等（1件）【医療・福祉】 

・同一職場の分散勤務‹スピリットオペレーション›（1件）【製造業】 
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○テレワークの課題について 

No. 内容 件数 ％ 

1 
テレワークに適した仕事がない、若しくは

少ない 
101 33.3 

2 情報漏洩が心配である 23 7.6 

3 従業員の労働時間の管理が難しい 27 8.9 

4 業務の進行管理が難しい 22 7.3 

5 社内のコミュニケーションに支障がある 26 8.6 

6 顧客など外部への対応に支障がある 33 10.9 

7 環境整備等に費用がかかりすぎる 11 3.6 

8 従業員の評価が難しい 6 2.0 

9 
業務内容により出社しなくてはならない従

業員との間の不公平感がある 
23 7.6 

10 特に課題はない 25 8.2 

11 その他 6 2.0 

 計 303 100.0 

 
※その他の内訳 

・新規営業のハードルが高くなった（2件）【サービス業、金融・保険業】 

・テレワークの必要性を感じていない（2件）【卸売・小売業、建設業】 

・以前のようにノーアポでの対面訪問が難しくなった（1件）【金融・保険業】 

・製造業のため、在宅勤務ができない（1件）【製造業】 

0

20

40

60

80

100

120



 

○テレワークの導入について 

No. 内容 件数 ％ 

1 既に導入しており、拡大していきたい 8 4.8 

2 既に導入しており、今後も継続して実施する 34 20.3 

3 
導入したが、課題があるため、見直しをして、再

度実施する 
9 5.4 

4 
導入したが、課題があるため、見直しをして、縮

小もしくは中止する 
1 0.6 

5 導入しておらず、今後の導入を検討している 23 13.8 

6 導入しておらず、今後も実施するつもりはない 92 55.1 

 計 167 100.0 
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